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•講義２の目的
• 個別避難計画の概念を整理する

• 個別避難計画の対象は？

• 災害対策基本法の改正

• 個別避難計画とは

• 個別避難計画の作成手順を整理する
① 推進体制の構築

② 地域調整会議と対象者等の選定

③ 福祉・医療関係者への説明（研修）

④ 地区住民への説明

⑤ 専門家によるアセスメント

⑥ 個別避難計画の作成

⑦ 継続的取り組み

個別避難計画の対象は？



要配慮者
「高齢者，障害者，乳幼児その他の特に配慮を
要する者」

災害対策基本法
第8条2項15号

避難行動
要支援者

「要配慮者」のうち，「自ら避難することが困
難な者であって，その円滑かつ迅速な避難の確
保を図るため特に支援を要する者」

災害対策基本法
第49条の10

全国⺠⽣委員児童委員連合会「災害に備える⺠⽣委員・児童委員活動に関する指針 ⺠⽣委員・
児童委員による災害時要援護者支援活動に関する指針 改訂第3版」,平成31（2019）年3月から

想定できる要配慮者

• 寝たきりなど身体介護の必要な高齢者

• ひとり暮らしの高齢者 ・高齢者のみの世帯

• 認知症の人 ・難病の人 ・けがや病気の人

• 身体（肢体・視覚・聴覚・内部）障害者

• 知的障害者 ・精神障害者 ・発達障害者

• 妊産婦 ・乳幼児 ・化学物質過敏症の人

• 日本語での意思疎通が困難な外国人

• 災害により要支援となった人（けが・病気など）

• その他にも・・・



想定できる要配慮者

•状態像で考えると
•立つことや歩行ができない
•音が聞こえない（聞き取りにくい）
•物が見えない（見えにくい）
•言葉や文字の理解がむずかしい
•危険なことを判断できない
•顔を見ても知人や家族とわからない
•などなど・・・

想定できる要配慮者

•具体的には…
•自分の身の危険を察知できない。
•危険を知らせる情報を受け取ること
ができない。

•身の危険を察知できても救助者（周
囲）に伝えられない。

•危険を知らせる情報受け取っても対
応行動ができない。

兵庫県西脇市「災害時要援護者の個別支援計画作成の流れ」から



個別避難計画の対象となるのは…

•「避難行動要支援者」災害対策基本法第49条の10

• 当該市町村に居住する「要配慮者」のうち，
災害が発生し、又は災害が発生するおそれがあ
る場合に

•自ら避難することが困難な者であって，

• その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため

特に支援を要する者

令和２年度 全国介護保険・⾼齢者保健福祉担当課⻑会議資料：⾼齢者・障害者等の個別避難計画に関する防災と福祉の連携について（内閣府防災担当（避難⽣活担当））より



災害対策基本法の改正

令和２年度 全国介護保険・⾼齢者保健福祉担当課⻑会議資料：⾼齢者・障害者等の個別避難計画に関する防災と福祉の連携について（内閣府防災担当（避難⽣活担当））より



平成25年8月
避難⾏動要⽀援者の避難⾏動⽀援に関する取組指針
第Ⅰ部 災対法に基づき取り組む必要がある事項

1. 全体計画・地域防災計画の策定
2. 避難⾏動要⽀援者名簿の作成等

① 要配慮者の把握
② 避難⾏動要⽀援者名簿の作成
③ 避難⾏動要⽀援者名簿の更新と情報の共有
④ 避難⽀援等関係者への事前の名簿情報の提供

3. 発災時等における避難⾏動要⽀援者名簿の活⽤
① 避難のための情報伝達
② 避難⾏動要⽀援者の避難⽀援
③ 避難⾏動要⽀援者の安否確認の実施
④ 避難場所以降の避難⾏動要⽀援者への対応

平成25年8月
避難⾏動要⽀援者の避難⾏動⽀援に関する取組指針
第Ⅱ部 さらなる避難⾏動⽀援のために取り組むべき事項

1. 個別計画の策定
① 地域の特性や実情を踏まえつつ、名簿情報に基づき、市町村

又はコーディネーター（⺠⽣委員等）が中⼼となって、避難⾏
動要⽀援者と打合せ、具体的な避難方法等についての個別計
画を策定すること

2. 避難⾏動⽀援に係る地域の共助⼒の向上
① ⾼齢者や障害者に対する災害時に主体的に⾏動できるように

するための研修や防災関係者に対する地域の防災⼒を⾼める
ための研修を⾏うこと

② ⺠間団体等（⺠間企業、ボランティア団体等）との連携を図
るとともに、防災訓練により、情報伝達や避難⽀援が実際に
機能するか点検すること

③ など



令和３年５月
災害対策基本法等の一部改正

1. 災害時における円滑かつ迅速な避難の確保
① 避難勧告・避難指示の一本化等
② 個別避難計画の作成

• ＜課題＞避難⾏動要⽀援者名簿（平成25年に作成義務化）は、
約99％の市町村において作成されるなど、普及が進んだものの、
いまだ災害により、多くの⾼齢者が被害を受けており、避難の実
効性の確保に課題

• 近年の災害における犠牲者のうち⾼齢者（65歳以上）が占める割合
• 令和元年東⽇本台風︓約65％ 令和２年７⽉豪⾬︓約79％

• ＜対応＞避難⾏動要⽀援者の円滑かつ迅速な避難を図る観点から、
個別避難計画について、市町村に作成を努⼒義務化

• 任意の取組として計画の作成が完了している市町村 約10％
• 任意の取組として一部の計画の作成が完了している市町村 約57％

③ 災害発⽣のおそれ段階での国の災害対策本部の設置／広域避難に係る居住者等の受入
れに関する規定の措置等

2. 災害対策の実施体制の強化
・内閣府設置法の一部改正・災害救助法の一部改正

個別避難計画とは



個別避難計画（平成25年）

個別計画とは
• 避難⾏動要⽀援者（⾼齢者、障害者等）ごとに、避難⽀援を⾏う者や

避難先等の情報を記載した計画
制度的な位置づけ
• 法的に位置付けられているものではなく、取組指針（平成25年8⽉）にお

いて、「市町村が個別に避難⾏動要⽀援者と具体的な打合せを⾏いな
がら、個別計画を策定することが望まれる」とされているもの

対象者や内容
• 取組指針においては、避難⾏動要⽀援者を対象としている
• 個別計画には名簿に記載されている情報に加え、以下のような情報を

記録しておくこととされている
• 発災時に避難⽀援を⾏う者
• 避難⽀援を⾏うに当たっての留意点
• 避難⽀援の方法や避難場所、避難経路
• 本⼈が不在で連絡が取れない時の対応等

個別避難計画（令和3年）

災害対策基本法等の一部を改正する法律（令和３年法律第３０号）
（個別避難計画の作成）【新設】
第49条の14 市町村⻑は、地域防災計画の定めるところにより、名簿情報に係る避難⾏動要⽀援者ごとに、

当該避難⾏動要⽀援者について避難⽀援等を実施するための計画（以下「個別避難計画」
という。）を作成するよう努めなければならない。ただし、個別避難計画を作成することについて
当該避難⾏動要⽀援者の同意が得られない場合は、この限りでない。

２ 市町村⻑は、前項ただし書に規定する同意を得ようとするときは、当該同意に係る避難⾏動要⽀援者に対
し次条第２項又は第３項の規定による同条第１項に規定する個別避難計画情報の提供に係る事項について説
明しなければならない。

３ 個別避難計画には、第49条の10第２項第１号から第６号までに掲げる事項のほか、避難⾏動要⽀援者に
関する次に掲げる事項を記載し、又は記録するものとする。
１ 避難⽀援等実施者（避難⽀援等関係者のうち当該個別避難計画に係る避難⾏動要⽀援者について避難⽀

援等を実施する者をいう。次条第２項において同じ。）の氏名又は名称、住所又は居所及び電
話番号その他の連絡先

２ 避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項
３ 前２号に掲げるもののほか、避難⽀援等の実施に関し市町村⻑が必要と認める事項
４ 市町村⻑は、第１項の規定による個別避難計画の作成に必要な限度で、その保有する避難⾏動要⽀援者

の氏名その他の避難⾏動要⽀援者に関する情報を、その保有に当たって特定された利⽤の目的以外の目
的のために内部で利⽤することができる。

５ 市町村⻑は、第１項の規定による個別避難計画の作成のため必要があると認めるときは、関係都道府県
知事その他の者に対して、避難⾏動要⽀援者に関する情報の提供を求めることができる。

第49条の15（個別避難計画情報の利⽤及び提供）【新設】
第49条の16（個別避難計画情報を提供する場合における配慮）【新設】



避難⾏動要⽀援者の避難⾏動⽀援に関する取組指針
平成25年８⽉（令和３年５⽉改定）内閣府（防災担当）

避難⾏動要⽀援者の避難⾏動⽀援に関する取組指針
平成25年８⽉（令和３年５⽉改定）内閣府（防災担当）



個別避難計画の作成手順

個別避難計画の作成手順



個別避難計画の作成手順
ステップ１ 推進体制の構築

避難⾏動要⽀援者連絡会議（仮称）の設置
• 設置目的

避難⾏動要⽀援者への個別避難計画の作成推進と進捗管理，総合調整など

• 設置主体
市町村

• 参加機関
市町村関係部局（防災担当，保健・福祉担当，まちづくり担当，教育委員会など），
⾃治会，⾃主防災組織，消防団，⺠⽣委員・児童委員，（地区）社協，居宅介護⽀
援事業所，相談⽀援事業所，地域包括⽀援センター，訪問看護事業所，福祉施設・
事業所，障害者⾃⽴⽀援協議会等

• 取り組み
計画作成対象者の検討・選定(モデル地区選定、作成当事者のリスク層の区分)
当事者・地域住⺠を対象とする個別避難計画への理解促進等の研修
進捗管理
関係機関との連絡調整
WGなどを設置して，領域別の協議 など

個別避難計画の作成手順
ステップ２ 地域調整会議と対象者等の選定

個別避難計画の実施に関係する者が参加する会議（地域調整会議）
• 地域の実情に応じて，本⼈と家族，福祉専門職，社協，⺠⽣委員，⽀援者，⾃主

防災組織，⾃治会，その他の関係者

対象者の選定〈優先度の考え方〉
① 地域におけるハザードの状況（洪⽔・津波・⼟砂災害等の危険度の想定）

• 河川︓浸⽔想定区域など
• 海岸・河川沿い︓津波災害特別警戒区域など
• 傾斜地︓⼟砂災害特別警戒区域など 等

② 対象者の⼼⾝の状況、情報取得や判断への⽀援が必要な程度
• 重度の要介護や障がいのある者、⼈⼯呼吸器使⽤者等、⾃⼒での判断や避難が困難な者

③ 独居等の居住実態、社会的孤⽴の状況
• 避難⽀援者が側にいない

作成に際しては、要介護度３〜５の⾼齢者、⾝体障害者手帳１級・２級等を所持す
る⾝体障害者や重度以上と判定された知的障害者等の自ら避難することが困難な者の
うち、ハザードマップで危険な区域に住む者や、独居または夫婦二人暮らしの者など、
計画作成の優先度が⾼いと地方公共団体が判断する者について、地域の実情を踏まえ
ながら、地域防災計画の定めるところにより、改正法施行後からおおむね５年程度で
個別避難計画の作成に取り組んでいただきたい。



個別避難計画の作成手順
ステップ３ 福祉・医療関係者への説明(研修)

• これまでの福祉は，要介護者等へ介護保険制度や障害者総合⽀援法
により，専門職がケアプランを作成し，福祉サービスを提供してい
た

• これまでの防災は，避難⾏動要⽀援者へ災害対策基本法により，⾃
主防災組織が名簿を作成し，災害が発⽣したら避難情報等を伝えら
れるよう備えていた

• これからは，福祉と防災が一体となって，避難⾏動要⽀援者へ避難
のための個別⽀援計画を作成し，避難訓練等を通じて住⺠の防
災意識を⾼め，「誰一⼈取り残さない避難」を実現する

個別避難計画の作成手順
ステップ４ 地区住⺠への説明

• 避難⽀援者となる⾃主防災組織や地区住⺠に個別避難計画の意義や事例を説明
• 個別避難計画は「避難⽀援等関係者に平時から／災害時にも提供できる」ことを説明



個別避難計画の作成手順
ステップ５ 専門家によるアセスメント

本⼈の基礎情報の収集、関係者との事前調整等
• 避難⾏動要⽀援者名簿等に基づき必要な基礎情報を確認する
• 避難⽀援等実施者の候補者に協⼒を打診する
• 避難先候補施設の管理者等に避難の受入れが可能かどうか確認する

個別避難計画の作成手順
ステップ６ 個別避難計画の作成

• 市町村や都道府県等が保有する情報を基に、個別避難計画に必要な情報を
記入する

• 避難⾏動要⽀援者に制度の概要や記載事項等を説明し、計画作成に同意か
確認する

• 避難⾏動要⽀援者本⼈の意向を確認する︓「避難先」や「避難⽀援等実施
者」等について

• 避難⾏動要⽀援者に個別避難計画情報の平常時の外部提供について同意か
確認する

• 避難⾏動要⽀援者に個別避難計画（素案）の訂正、追記等を依頼する
• 福祉や医療関係者等が当事者と避難についての対話、意⾒交換する
• 関係者が一堂に会する地域調整会議を開催することが望ましい
• 本⼈の⼼⾝の状況等によっては、本⼈宅で情報共有、調整を⾏うことも考

えられる
• 本⼈の意向を踏まえ、地域の関係者や施設管理者等と調整や検討を⾏う
• 必要事項を記入した個別避難計画を本⼈に確認してもらう
• 個別避難計画の作成完了



個別避難計画の作成手順
ステップ７ 継続的取り組み

作成したら終わりではなく実効性を確保する取組を実施
• 避難⽀援等関係者に個別避難計画情報（避難⽀援等実施者・避難先

等）を提供する
• 避難⽀援等関係者への計画の提供、更新、本⼈の状況等に応じた訓

練の実施等を継続的に実施
• ⾃主防災組織や福祉専門職など関係者と連携した取組が期待される

参考︓避難⾏動要⽀援者の避難⾏動⽀援に関する取組指針
平成25年８⽉（令和３年５⽉改定）内閣府（防災担当）
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